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⾹美市下⽔道事業経営戦略 

 

団 体 名 ︓ ⾹美市 

事 業 名 ︓ 下⽔道事業 

策 定 ⽇ ︓ 令和５年３⽉ 

計 画 期 間 ︓ 令和５年度 〜 令和 14 年度 

 

１．事業概要 

（１）事業の現況 

① 施設 

供⽤開始年度 

（供⽤開始後年数） 

平成４年度 

(供⽤開始後 30 年) 

法適 

(全部適⽤・⼀部適⽤) 

⾮適の区分 

法適⽤(全部） 

令和４年４⽉移⾏ 

処理区域内 

⼈⼝密度 

42.2 ⼈/ha 

(令和 3 年度決算統計から) 

流域下⽔道等への 

接続の有無 

有（公共下⽔道は、

浦⼾湾東部流域下

⽔道へ接続） 

下⽔道（13,193 ⼈、375ha）   

処理区数 

公共︓1 箇所（⼟佐⼭⽥処理分区） 

特環︓1 箇所（美良布処理区） 

農集︓1 箇所（逆川地区） 

処理場数 

公共︓無（流域下⽔道へ接続しているため、最終処理は⾼知県が管理して

いる⾼須浄化センターにて⾏っている。） 

特環︓1 箇所（美良布クリーンセンター） 

農集︓1 箇所（逆川クリーンセンター） 

広域化・共同化・最適化

実施状況*1 
該当なし。 

*1 「広域化」とは、⼀部事務組合による事業実施等の他の⾃治体との事業統合、流域下⽔道への接続を指す。 

「共同化」とは、複数の⾃治体で共同して使⽤する施設の建設（定住⾃⽴圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を

推進するための計画に基づき実施する施設の整備（総務副⼤⾂通知）、事務の⼀部を共同して管理・執⾏する場合（料⾦徴収等の事務の⼀

部を⼀部事務組合によって実施する場合等）を指す。 

「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下⽔・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選

択すること（処理区の統廃合を含む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。 

 
② 使⽤料 

⼀般家庭⽤使⽤料体系の 

概要・考え⽅ 

⼀般家庭⽤と業務⽤の区別はなく、基本⽔量付段階別逓増型料⾦

体系とし、⽔道の使⽤量を基に料⾦算出を⾏っています。 

業務⽤使⽤料体系の 

概要・考え⽅ 
⼀般家庭⽤使⽤料と同⼀ 

その他の使⽤料体系の 

概要・考え⽅ 

公衆浴場 基本料⾦ 300 ㎥まで 12,000 円（税抜き） 

 超過料⾦ 1 ㎥につき 50 円 

条例上の使⽤料*2 

（２０㎥あたり） 

※過去３年度分を記載 

令和元年度   2,200 円（税抜き） 

令和２元年   2,200 円（税抜き） 

令和３年度   2,200 円（税抜き） 

実質的な使⽤料*3 

（２０㎥あたり） 

※過去３年度分を記載 

令和元年度   2,740 円（税抜き） 

令和２年度   2,776 円（税抜き） 

令和 3 年度   2,325 円（税抜き） 
*2 条例上の使⽤料とは、⼀般家庭における２０㎥あたりの使⽤料をいう。 

*3 実質的な使⽤料とは、料⾦収⼊の合計を有収⽔量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭⽤のみでなく業務⽤を含む）をいう。 
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③組織 

職員数 

上下⽔道局の職員数は 11 名（局⻑ 1 名、次⻑ 2 名、係⻑ 3 名、係員

5 名で、このうち下⽔道事業に関わる職員は、損益勘定所属職員数 4 名とな

っています。 

事業運営組織 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）⺠間活⼒の活⽤等 

⺠間活⽤の状況 

ア ⺠間委託 

（包括的⺠間委託を含む） 

マンホールポンプ、処理場、⾬⽔施設の

管理を⺠間に委託しています。 

イ 指定管理者制度 現時点では実施していません。 

ウ ＰＰＰ・ＰＦＩ 現時点では実施していません。 

⺠間活⽤の状況 

ア エネルギー利⽤ 

（下⽔熱・下⽔汚泥・発電等）*4 
現時点では実施していません。 

イ ⼟地・施設等利⽤ 

（未利⽤⼟地・施設の活⽤等）*5 
現時点では実施していません。 

*4 「エネルギー利⽤」とは、下⽔汚泥･下⽔熱等、下⽔道事業の実施に伴い⽣じる資源(資産を含む)を⽤いた収⼊増につながる取組を指す。 

*5 「⼟地・施設等利⽤」とは、⼟地･建物等、下⽔道事業の実施に不可⽋な資産を⽤いた、収⼊増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。 

 

 

上下⽔道局⻑　1名 次⻑　2名  ⽔道⼯務係⻑　１名

 総務係⻑   1名

 下⽔道⼯務係⻑ １名

係員　2名

係員　１名

係員　２名

下⽔道事業損益勘定所属職員数　４名
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（３）経営⽐較分析表を活⽤した現状分析 

直近の経営⽐較分析表（「公営企業に係る「経営⽐較分析表」の策定及び公表について）（公

営企業三課室⻑通知）」による経営⽐較分析表）は次のとおりです。 

 

①事業概要 

 公共下⽔道事業は、県の流域下⽔道へ接続し、⾼知市、南国市、⾹美市の３市で処理場運営を

⾏っております。 

 特定環境保全公共下⽔道事業は、美良布クリーンセンターにて処理場運営を⾏っております。 

 農業集落排⽔事業は、逆川クリーンセンターにて処理場運営を⾏っております。 

 

②経営の健全性・効率性について 

 地⽅債償還⾦は⼀般会計からの基準内繰⼊⾦も充てられているため、他の類似団体と⽐較すると

低い状況となっています。 

 公共下⽔道事業の経費回収率は、類似団体と⽐較して⾼い⽔準を維持しており、維持管理費⽤

については下⽔道使⽤料収⼊で概ね賄えております。⼀⽅で特定環境保全公共下⽔道事業及び

農業集落排⽔事業の経費回収率は、厳しい状況です。 

 公共下⽔道事業の汚⽔処理原価は、県の流域下⽔道へ接続し、3 市で処理場運営を⾏っている

ことから、単独で処理場を有する団体と⽐較すると、施設投資や維持管理費⽤が抑えられており、類

似団体の平均を下回っている状況です。⼀⽅で、特定環境保全公共下⽔道事業及び農業集落排

⽔事業では処理場維持管理費の増減により増減しています。 

 公共下⽔道事業の施設利⽤率は、処理施設を有していないため当該値はありません。⼀⽅で、特

定環境保全公共下⽔道事業は、類似団体と⽐較して⾼い値を維持していますが、農業集落排⽔

事業は、事業の規模が⼩さく、類似団体と⽐較して低い状況です。 

 ⽔洗化率は微増となっていますが、整備区域についても、接続可能⼾数の少ない市街化調整区域

の整備へと移⾏していることから、⼤幅な接続率の向上は難しい⾒込みとなっております。 

 

③⽼朽化の状況について 

 現状では管渠の⼀部が耐⽤年数を超過していること、また、近年管渠周辺の路⾯陥没等の修繕が

増加してきており、⽼朽化に対する対策が必要となっております。 

 今後は、耐震診断の結果やストックマネジメント計画（維持管理計画）に基づき、計画的な更新・

維持管理を⾏っていく予定です。 

 

④全体総括 

 今後、修繕費などの維持管理費の増加や地震対策及び管渠の更新等が必要であることから、財政

状況の⾒直し、財源の確保が急務となっています。そのため、維持管理費の節減及び⽔洗化率向上

に⼀層取り組むとともに、下⽔道使⽤料の改定を実施しました。具体的には、令和３年度から排⽔

量１㎥あたり税込 33 円を増額しました。（ただし、経過措置として、令和３年４⽉検針分から令

和４年３⽉検針分までは現⾏の料⾦で据え置き、令和４年４⽉検針分から令和９年４⽉検針

分までは使⽤⽔量１㎥あたり税込 16.5 円の増額となります。  
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２．将来の事業環境 

（１）処理区域内⼈⼝の予測 

①処理区域内の⼈⼝推計 

 処理区域内⼈⼝（令和 3 年度実績）に、過去の⼈⼝増加率を加味して、将来における年間の

増加⼈数を仮定して将来推計を⾏いました。 

 計画期間末の令和 14 年度には、令和 3 年度の 13,193 ⼈に対して、13,639⼈に増加する予

測となっています。本市全体では⼈⼝下落が続いていますが、処理区域内は、市街地の中⼼部であ

り、当⾯は、⼈⼝の微増が期待できると考えています。 

 

②接続⼈⼝の推計 

 接続⼈⼝（令和 3 年度実績）に処理区域内⼈⼝の増加と経営努⼒による接続率の増加を加

味して将来推計を⾏いました。 

 計画期間末の令和 14 年度には、令和 3 年度の接続率 76.9%が、91.2%まで向上すると⾒込

んでいます。 
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（２）有収⽔量の予測 

 それぞれの事業（公共、特環、農集）における⽔洗化⼈⼝⼀⼈当たりの有収⽔量に⽔洗化⼈⼝

（接続⼈⼝）を乗じて推計しました。 

 数式:各事業の有収⽔量＝⽔洗化⼈⼝1⼈当たり有収⽔量（⼀定のトレンドが⾒られる R2 年以

前の過去 4 年間の平均値）×⽔洗化⼈⼝（接続⼈⼝） 

 計画期間末の令和 14 年度には、約 1,490 千㎥となる予測で、令和 3 年度の約 1,397 千㎥

から約 93 千㎥の増加を⾒込んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）使⽤料収⼊の⾒通し 

 それぞれの事業（公共、特環、農集）における有収⽔量１㎥当たりの使⽤料に有収⽔量を乗じて

推計しました。 

 数式︓各事業の使⽤料＝有収⽔量１㎥当たり使⽤料（⼀定のトレンドが⾒られる R2 年以前の

過去 4 年間の平均値）×有収⽔量 

 計画期間末の令和 14 年度には、約 251,045 千円で、令和 3 年度の約 162,411 千円から約

88,634 千円の増加を⾒込んでいます。 
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（４）施設の⾒通し 

 現状では、管渠のごく⼀部のみしか耐⽤年数は超過しておらず、緊急対策が必要な状況ではありま

せんが、今後、管渠布設からの劣化状況に応じて⽼朽化対策が必要となることから、耐震診断の結

果やストックマネジメント計画（維持管理計画）に基づき、計画的な更新・維持管理を⾏っていく予

定です。 

 以上を踏まえて、今後 10 年間で約 24.7 億円、20 年間で約 59.2 億円の事業費が必要になる

と⾒込んでいます。 

 これらは、主にマンホールポンプの改築と⾬⽔管渠及び汚⽔管渠の整備に充てる予定です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）組織の⾒通し 

 令和４年度現在、下⽔道事業全体の運営にあたる職員数は 4 名です。 

 下⽔道事業の運営を維持する上で、⼈材の確保・育成が課題となっています。これらの課題に対し

下⽔道事業の広域化や⺠間事業者等との連携による経営の効率化を進める必要はあるものの、こ

れらは中⻑期的な検討を要することから、短期的には、最低でも現状を維持して経営に⽀障をきたさ

ないようにすることが必要と考えています。 
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３．経営の基本⽅針 

（１）現状と課題 

⽣活雑排⽔は、公共⽤⽔域（河川等）における汚濁の⼤きな要因になっていますが、広い市域に

あって効率的な改善は難しいのが現状です。 

⽔源のかん養、景観形成、⽣物育成等、⽔環境の果たす役割は⼤きく、排⽔処理施設の整備・普

及を進める必要があります。 

（２）基本的⽅向 

清浄な河川を維持することは、市⺠⽣活に関わる重要な課題であり、環境衛⽣をより向上させるには、

市⺠の理解と協⼒のもと、公共下⽔道事業等の施設整備や浄化槽設置などハード事業を推進する必

要があります。 

また、ソフト⾯では事業の必要性や整備状況を広報に掲載するなど啓発活動を⾏うことで、普及促

進を図ります。 

（３）経営の基本⽅針 

以上を踏まえた経営の基本⽅針としては、下⽔道事業は、⾼知県の社会資本整備計画「⾼知県の

公衆衛⽣を向上させ、⽔環境を守る下⽔道事業」及び第 2 次⾹美市振興計画に掲げている「基本

⽅針 2,みどりを保つ（消防、防災、⽔道、汚⽔、環境等）」に基づき、汚⽔を衛⽣的に処理し、公共

⽤⽔域の⽔質保全を図ることとします。 

また、重要な社会資本という公共的側⾯を有する⼀⽅で、利⽤者からの料⾦収⼊で賄う事業でもあ

ります。しかしながら、将来的に下⽔道普及率が向上したとしても、少⼦⾼齢化の進⾏に伴う⼈⼝減少

により⼤幅な料⾦収⼊の増加は⾒込めない状況であり、さらに施設・設備の⽼朽化による修繕費⽤の

増加も⾒込まれ、経営的に厳しい側⾯も予想されます。 

今後、健全な経営を⾏っていくためには、コスト縮減を合理的に進めていくことが必要であることから、

令和４年度に公共下⽔道事業の会計処理⽅式を地⽅公営企業法の適⽤事業に移⾏し、受益者

負担の原則のもとに公営企業として能率的に運営することを⽬指します。 
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４．投資・財政計画（収⽀計画）  

（１）投資・財政計画（収⽀計画）︓別紙のとおり 

（２）投資・財政計画（収⽀計画）の策定に当たっての説明 

 

①収⽀計画のうち投資についての説明 

⽬標 

・本市では、将来の事業環境を踏まえ、次のとおり⽬標値を設定しています。 

＜⽬標＞計画期間 令和 14 年度末における⽬標 

・マンホールポンプ改築及び⾬⽔管渠・汚⽔管渠の計画的な整備など 

・整備費︓約 2,468 百万円 

 

＜投資の⽬標に関する考え⽅＞ 

・現状では、汚⽔管渠の耐⽤年数は超過しておらず、緊急対策が必要な状況では

ありませんが、⾬⽔管渠については、⼀部耐⽤年数を超過しています。今後、管渠

布設からの経過年数に応じて⽼朽化対策を⾏う必要があるため、ストックマネジメン

ト計画（維持管理計画）に基づき、計画的な更新・維持管理を⾏っていきます。  
 

上記⽬標の達成に対応するため、計画期間内において次の事業を予定しています。 

【計画期間内の事業計画】 

 マンホールポンプの改築        159 百万円 

 ⾬⽔及び汚⽔管渠整備     1,940 百万円 

 その他整備               369 百万円 

 

【管渠、処理場等の建設・更新に関する事項】 

 下⽔道の普及を図るため、マンホールポンプの改築と管渠の整備及び処理場の改築を進めています。 

 

【投資の平準化に関する事項】 

 耐震診断の結果やストックマネジメント計画（維持管理計画）に基づき、重要度・⽼朽度に応じた、

より計画的な施設整備を⾏い、事業の平準化を図りながら施設規模の適正化を進めます。 

 

【防災・安全対策に関する事項】 

 施設の耐震化等、地震津波対策⼯事を実施しています。 

 

【その他】 

 該当ありません。 
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②収⽀計画のうち財源についての説明 

⽬標 

・本市では、将来の事業環境を踏まえ、次のとおり⽬標値を設定しています。 

＜⽬標＞計画期間 令和 14 年度末における⽬標 

・⽔洗化率︓90％以上を⽬指します。（令和 3 年度実績 76.9%） 

・経常収⽀⽐率︓100%以上 ←（R3 年度法⾮適⽤につき⽐較対象外) 

 

＜財源の積算に対する考え⽅＞ 

・処理区域内⼈⼝のうち、実際に⽔洗便所を設置して汚⽔処理している⼈⼝の割

合を表した指標であり、料⾦収⼊の根幹となる指標です。経営努⼒により、⽔洗

化率向上のための普及啓発を図り、投資のための財源を確保します。 

・料⾦収⼊︓令和 4 年度の料⾦改定（実施済）と令和 9 年度の料⾦改定によ

り、投資のための財源を計画的に確保していきます。 

・企業債︓企業債の償還により経営が圧迫することのないよう、計画的な起債を実

施していきます。 

 

 

【使⽤料収⼊の⾒通し、使⽤料の⾒直しに関する事項】 

 使⽤料収⼊は、各事業毎に有収⽔量×有収⽔量当たりの使⽤料で算定しました。 

 使⽤料の⾒直しについては、経営環境の様々な変化をモニタリングし、今後の料⾦改定の必要性に

ついて継続的に検討を続け、財源の確保を図っていく考えとしています。 

 

【企業債に関する事項】 

 企業債は、建設改良費から国庫補助⾦を控除した額に対し、企業債残⾼とその他財源構成を勘

案して発⾏⾼を定めました。企業債の発⾏条件は、償還期間 30 年、うち据置 5 年、元利均等⽅

式、利率 0.5％としました。 

 

【繰⼊⾦に関する事項】 

 国が⽰している⼀般会計からの繰出しの基本的な考え⽅に沿って、公共下⽔道事業の⾬⽔処理に

要する経費について⼀般会計から繰⼊する試算としています。 

 また、下⽔道施設の資本費及び維持管理に係る他会計出資⾦について、財政部局と協議の上、

基準以外の繰⼊⾦も繰⼊する試算としています。 

 

【資産の有効活⽤に関する事項】 

 現在、遊休資産が存在しないため、本計画では反映しておりません。なお、今後、⼈⼝減少等により

使⽤されなくなった施設等が⽣じた場合、その活⽤について検討します。 

 

【その他】 

 徴収業務を強化し、使⽤料収⼊の未納解消に努めます。 
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③収⽀計画のうち投資以外の経費についての説明 

【⺠間の活⼒の活⽤に関する事項（包括的⺠間委託等の⺠間委託、指定管理者制度、PPP/PFI

など）】 

 業務の効率化や経費削減のため、マンホールポンプの管理を⺠間に包括委託しており、現⾏の委託

業務形態が当⾯継続することを前提に試算しています。 

 PPP/PFI などについては、本計画では反映しておりませんが、全国の先進事例及びそれらのもたらす

効果等を勘案して、今後検討していきます。 

 

【職員給与費に関する事項】 

 該当なしです。 

 

【動⼒費に関する事項】 

 それぞれの事業毎に、令和 4 年度当初予算における「有収⽔量 1 ㎥当たりの年間動⼒費」に「有

収⽔量」と「平均物価上昇率(四国地⽅の過去５年間(平成 28 年度〜令和 2 年度)の対前年

度平均物価上昇率)」を乗じて試算しています。 

 

【薬品費に関する事項】 

 公共下⽔道事業以外の事業は、令和 4 年度当初予算における「有収⽔量 1 ㎥当たりの年間薬

品費」に「有収⽔量」と「平均物価上昇率(四国地⽅の過去５年間(平成 28 年度〜令和 2 年度)

の対前年度平均物価上昇率)」を乗じて試算しています。 

 公共下⽔道事業は、委託費に含まれております。 

 

【修繕費に関する事項】 

 それぞれの事業毎に、過去 3 年間の修繕費の平均値と、令和 4 年度当初予算における修繕費の

平均をとり、これに「平均物価上昇率(四国地⽅の過去５年間(平成 28 年度〜令和 2 年度)の対

前年度平均物価上昇率)」を乗じて試算しています。 

 

【委託費に関する事項】 

 それぞれの事業毎に、過去 3 年間の委託費の平均値と、令和 4 年度当初予算における委託費の

平均をとり、これに「平均物価上昇率(四国地⽅の過去５年間(平成 28 年度〜令和 2 年度)の対

前年度平均物価上昇率)」を乗じて試算しています。 

  

 

【その他】 

 それぞれの事業毎に、過去 3 年間のその他費⽤の平均値と、令和 4 年度当初予算におけるその他

費⽤の平均をとり、これに「平均物価上昇率(四国地⽅の過去５年間(平成 28 年度〜令和 2 年

度)の対前年度平均物価上昇率)」を乗じて試算しています。 
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（３）投資・財政計画（収⽀計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要 

（１）において、純損益（法適⽤）⼜は実質収⽀（法⾮適⽤）が計画期間の最終年度で⿊字と

ならず、⾚字が発⽣している場合には、⾚字の解消に向けた取組の⽅向性、検討体制・スケジュールや

必要に応じて経費回収率等の指標に係る⽬標値を記載すること。 

 

①今後の投資についての考え⽅・検討状況 
*処理区ごとに考え⽅が異なる場合は、処理区ごとに記載すること 

広域化・共同化・最適化に
関する事項 

流域下⽔道事業は、県、参画団体とともに協議していきます。その

他の課題についても今後検討していきます。 

投資の平準化に関する 
事項 

固定資産台帳に基づく施設の耐⽤年数、施設の実際の⽼朽化

状況及び安全性を含む重要性等を基に下⽔道施設全体の優先順

位を勘案し、⼀部投資の先送り等について検討してきました。 

今後は、耐震診断の結果やストックマネジメント計画（維持管理

計画）に基づき、重要度・⽼朽度に応じた、より計画的な施設整備

を⾏い、事業の平準化を図りながら施設規模の適正化を進めます。 

 

⺠間活⼒の活⽤に関する
事項（PPP/PFI など） 

PPP/PFI などについては、本計画では反映しておりませんが、全国

の先進事例及びそれらのもたらす効果等を勘案して、上記の広域化・

共同化・最適化と併せて将来的な可能性を検討していきます。 

 

その他の取組 
防災・安全対策についても、上記投資の平準化と併せて計画的な

実施を⽬指します。 

 

②今後の財源についての考え⽅・検討状況 

使⽤料の⾒直しに関する 
事項 

可能な限り使⽤料収⼊による原価回収に努めるとともに、他地区の

状況や⽔道料⾦との公平性を鑑みたうえで、安定的な経営が可能と

なるように料⾦の適正化を継続的に検討していきます。 

資産活⽤による収⼊増加 
の取組について 今後検討していきます。 

その他の取組 徴収業務を強化し、使⽤料収⼊の未納解消に努めます。 
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③投資以外の経費についての考え⽅・検討状況 

⺠間活⼒の活⽤に関す

る事項 

（包括的⺠間委託等の⺠間

委託、指定管理者制度、

PPP/PFI など） 

引き続き、マンホールポンプの維持管理、保守点検を⼀括して⺠

間委託し、効率的な経営の実現を⽬指します。また、今後はマンホ

ールポンプだけでなく汚⽔管路の維持管理や保守点検についても、

⺠間活⼒の活⽤を検討していきます。 

中⻑期的には、他⾃治体の先進的取組事例の調査を⾏い、⺠

間活⽤における官⺠のリスク分担やそのことによる利害得失（リスク

及びメリット）を把握すると共に、個別業務のアウトソーシングから包

括的⺠間委託の導⼊や施設改修に関わる DBO の導⼊など段階

的な検討を継続的に実施します。 

職員給与費に関する事項 

管渠更新を推進していくためには、技術系職員及び事務系職員

共に⼈員削減は困難であるものの、事務処理の効率化や組織統

合といった職員給与費に関する事項について検討していきます。 

動⼒費に関する事項 

マンホールポンプの電気代など、今後費⽤が⾼騰する場合におい

て、進捗管理や収⽀の⾒直しの際に推定値の調整を⾏っていきま

す。 

薬品費に関する事項 

公共下⽔道事業は、委託費に含まれており、引き続き⼀括して

⺠間委託し、効率的な経営の実現を⽬指します。 

その他の事業では、特にありません。 

修繕費に関する事項 

事業によっては、施設の⽼朽化が進んでいるものもあり、今後、修

繕が必要になってきます。修繕計画の⽴案により修繕費の節約及び

平準化を図るとともに、施設の定期点検等による施設の⻑寿命化を

図っていきます。 

委託費に関する事項 

対象設備と⼈件費を適正に算出し、委託料を設定していきます。

⺠間活⼒の活⽤を検討するなかで、必要に応じて計画の⾒直しを

⾏っていきます。 

その他の取組 供⽤開始区域の接続率向上への取組を強化します。 
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５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項 
 

経営戦略の事後検証、 

改定等に関する事項 

 将来にわたって安定的に事業を継続していくため、PDCA サイクル

の考えに基づき、投資・財政計画の達成状況について毎年度進捗

管理を実施し、計画と実績の乖離を検証・対応していきます。 

また、収⽀計画に⼤きな修正が必要となる場合においては、⾒直

しを実施するほか、概ね５年ごとに総合的な検証を⾏い、さらなる現

状分析や社会状況の変化などを考慮し、本戦略の更新を⾏いま

す。  
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供⽤開始年⽉⽇ 平 成 4 年 4 ⽉ 1 ⽇

処理区域内⼈⼝ 13,193

計算期間 ⾃ ︓ 令 和 ４ 年 ４ ⽉

⾄ ︓ 令 和 ８ 年 ３ ⽉

（５年間）

現⾏料⾦算定期間(開始) 令和 4年度

現⾏料⾦算定期間(終了) 令和 ８年度

最近１箇年間

の実績（R4年度予算）

投資・財政計画

計上額（Ａ）

公費負担分

（Ｂ）

料⾦対象収⽀

（Ａ）－（Ｂ）

265,286 273,087 273,087

0 0 0

531 531 531

265,817 273,618 0 273,618

最近１箇年間

の実績（R4年度予算）

投資・財政計画

計上額（Ａ）

公費負担分

（Ｂ）

料⾦対象収⽀

（Ａ）－（Ｂ）

⼈ 給 料 0

管 件 諸 ⼿ 当 0

渠 費 福 利 費 0

費 0

(処理 0

場費 0

に含 0

む) 0

0 0 0 0

管 ⼈ 給 料 0

渠 件 諸 ⼿ 当 0

費 費 福 利 費 0

・ 9,068 9,197 9,197

処 55,796 39,685 39,685

理 0 0 0

場 0

費 0

63,521 56,035 56,035

128,385 104,917 0 104,917

⼀ ⼈ 給 料 （ 基 本 給 ） 16,004 16,133 16,133

般 件 ⼿ 当 （ 退 職 給 付 費 ） 0 0 0

管 費 諸 ⼿ 当 、 福 利 費 、 そ の 他 22,534 22,690 22,690

理 71,819 69,684 69,684

費 0

0

110,357 108,506 0 108,506

資 41,939 30,433 30,433

本 298,306 286,713 286,713

費 100 100 100

340,345 317,246 0 317,246

579,087 530,669 0 530,669

料⾦算定期間(開始) 料⾦算定期間(終了) 料⾦算定期間 資産維持費率

償却資産(R4期⾸残⾼) 償却資産(R13期末残⾼) 償却資産(平均残⾼) （標準値）

8,100,791 6,841,022 7,470,907 3%

※資産維持費＝料⾦算定期間の平均償却資産残⾼×資産維持費率 224,127

754,796

(X)／(（Y）＋（Z）)＊１００＝ 0.36

＜料⾦⽔準についての説明＞

受 託 ⼯ 事 収 益

原価計算表

収⼊の部

項 ⽬

⾦額（千円）

使 ⽤ 料 (X)

動 ⼒ 費

そ の 他

合 計

⽀出の部

項 ⽬

⾦額（千円）

修 繕 費

材 料 費

路 ⾯ 復 旧 費

委 託 料

そ の 他

⼩ 計

減 価 償 却 費

修 繕 費

材 料 費

薬 品 費

委 託 料

そ の 他

⼩ 計

流 域 下 ⽔ 道 管 理 運 営 費 負 担 ⾦

委 託 料

そ の 他

⼩ 計

⽀ 払 利 息

修繕費などの維持管理費の増加や地震対策及び管渠の更新等が必要であることから、下⽔道使⽤料の改定を実施しました。具体的には、令和３年度から排⽔量１㎥あた

り税込３３円を増額しました。（ただし、経過措置として、令和３年４⽉検針分から令和４年３⽉検針分までは現⾏の料⾦で据え置き、令和４年４⽉検針分から令和９

年４⽉検針分までは使⽤⽔量１㎥あたり税込１６．５円の増額となりました。

１投資・財政計画計上額（Ａ）欄は、直近の料⾦算定期間内における平均値を記載すること。

２起債償還額が減価償却額を超えるときは，当分の間，その差額を⼀般管理費のその他の欄に記載して差し⽀えないこと。

３資産維持費は、将来の更新需要が新設当時と⽐較し、施⼯環境の悪化、⾼機能化（耐震化等）等により増⼤することが⾒込まれる場合に、使⽤者負担の期間的公

平等を確保する観点から、実体資本を維持し、サービスを継続していくために必要な費⽤（増⼤分に係るもの）を、適正かつ効率的、効果的な中⻑期の改築（更新）計画

に基づいて算定し、計上するもの。そのため、資産維持費（Ｚ）欄は、「下⽔道使⽤料算定の基本的考え⽅（2016年度版）」（公益社団法⼈⽇本下⽔道協会）を参

考に、所有している資産の規模、経営環境等の実情に応じ、料⾦算定に適切に反映すべき費⽤を記載すること。

企 業 債 取 扱 諸 費 そ の 他

⼩ 計

合 計 (Y)

資 産 維 持 費 （ Z ）

料 ⾦ 対 象 経 費 （ Y ） ＋ （ Z ）


